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【事実の概要】
債権者Xは、債務者Yに対する金銭債権を表示した債務名義による強制執行
として、Yの第三債務者らに対する預貯金債権の差押えを求める申立てをした
際、その申立書において、差し押さえるべき債権の表示を各第三債務者の全ての
店舗又は貯金事務センターを対象として順位付けをしたうえ、同一の店舗の預貯
金債権については、先行の差押え又は仮差押えの有無、預貯金の種類等による順
位付けをしていたため、差押債権の特定が問題とされた。本件は、却下決定に対
する執行抗告棄却決定に対する許可抗告事件である。
【決定要旨】
抗告棄却。
?民事執行規則133条２項の求める差押債権の特定とは、債権差押命令の送達を
受けた第三債務者において、直ちにとはいえないまでも、差押えの効力が上記送
達の時点で生ずることにそぐわない事態とならない程度に速やかに、かつ、確実
に、差し押さえられた債権を識別することができるものでなければなら〔ず、〕
…債権差押命令の送達を受けた第三債務者において一定の時間と手順を経ること
によって差し押さえられた債権を識別することが物理的に可能であるとしても、
その識別を上記の程度に速やかに確実に行い得ないような方式により差押債権を
表示した債権差押命令が発せられると、差押命令の第三債務者に対する送達後そ
の識別作業が完了するまでの間、差押えの効力が生じた債権の範囲を的確に把握
することができないこととなり、第三債務者はもとより、競合する差押債権者等
の利害関係人の地位が不安定なものとなりかねないから、そのような方式による
差押債権の表示を許容することはできない。」
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?本件申立ては、大規模な金融機関である第三債務者らの全ての店舗を対象と
して順位付けをし、先順位の店舗の預貯金債権の額が差押債権額に満たないとき
は、順次予備的に後順位の店舗の預貯金債権を差押債権とする旨の差押えを求め
るものであり、各第三債務者において、先順位の店舗の預貯金債権の全てについ
て、その存否及び先行の差押え又は仮差押えの有無、定期預金、普通預金等の種
別、差押命令送達時点での残高等を調査して、差押えの効力が生ずる預貯金債権
の総額を把握する作業が完了しない限り、後順位の店舗の預貯金債権に差押えの
効力が生ずるか否かが判明しないのであるから、本件申立てにおける差押債権の
表示は、送達を受けた第三債務者において上記の程度に速やかに確実に差し押え
られた債権を識別することができるものであるということはできない」（補足意
見がある）。
【評釈】
１ はじめに
民事執行規則133条２項は、債権差押命令の申立書に強制執行の目的とする財
産を表示するときは、差押債権の種類及び額その他の債権を特定するに足りる事
項を明らかにしなければならないと規定しており、その特定の程度がとりわけ金
融機関の預貯金債権の差押の場面で問題とされて
(１)
きた。
近時、裁判所は金融機関の複数店舗の預貯金債権に対する差押命令の申立てに
おける差押債権の特定の問題について積極的に取り組んでおり多数の下級審の判
断が示されているが、高裁レベルでその結論が分かれていたため、最高裁の判断
が待たれていたところであった。この問題について取り上げた近時の高裁の決定
例を結論と時系列で整理すると、差押債権の特定を欠くとしたものとして東京高
決平成14年９月12日判時1808号77頁、東京高決平成17年６月７日金商1227号48頁
（保全）、東京高決平成17年６月21日金商1227号53頁、東京高決平成17年９月７日
金法1755号56頁（保全）、高松高決平成18年４月11日金商1243号12頁、東京高決
平成18年４月27日金法1779号91頁（保全）、東京高決平成18年７月18日金法1801
号56頁、東京高決平成23年３月31日金法1922号99頁、東京高決平成23年４月28日
金法1922号87頁、東京高決平成23年５月16日金法1923号91頁、東京高決平成23年
５月18日金法1926号118頁、仙台高裁秋田支決平成23年５月18日金法1926号106頁
（許可抗告、抗告棄却）、東京高決平成23年６月６日金法1926号120頁（原決定）、東
(１) 同様の問題は、仮差押えの場合（民保規19条２項１号）でも問題となり、差押えのとき
とパラレルに論じられている。また、関連して保険会社が第三債務者である場合も差押債権
の特定方法が問題となり、これについては東京高決平成22年12月７日金法1913号101頁（消
極）、東京高決平成22年９月８日金法1913号92頁（積極）などがある。
早法87巻４号（2012）184
京高決平成23年６月14日金法1931号36頁（許可抗告、抗告棄却）、東京高決平成23
年６月30日金法1926号126頁、これに対して差押債権の特定を肯定したものとし
て、広島高裁岡山支決平成16年12月15日金法1765号61頁（保全）、東京高決平成
17年10月５日金商1237号36頁（保全）、東京高決平成18年６月19日金法1782号47
頁（保全）、大阪高決平成19年９月19日金商1279号14頁、東京高決平成23年１月
11日金法1918号109頁、東京高決平成23年１月12日金法1918号118頁、東京高決平
成23年３月30日金法1922号92頁、東京高決平成23年４月14日金法1926号112頁、
東京高決平成23年６月21日金法1926号122頁、東京高決平成23年６月22日金法
1926号124頁、東京高決平成23年10月26日金法1933号９頁（本決定後）がある。
このような状況のもと明らかにされた最高裁の立場の一端が実務に与える影響
は大きいものとおもわれるが、その射程については慎重に検討する必要がある。
以下では、近時の下級審決定を参考に問題点を整理しつつ、本決定の検討を進
めていくことにする。
２ 分析の視点
(１) 一般的な理解
金融機関の預貯金債権に対する執行においては、執行債権者をして債務者の財
産開示を受ける手続が十分に保障されていないこともあ
(２)
って、差押債権を特定す
ることが困難であるとして、いわゆる間接的特定が比較的緩やかに認められてき
た。反面、第三債務者との利害調整が重要な視点とされているのも周知のとおり
で
(３)
ある。そのため従来から民事執行規則133条２項にいわゆる差押債権の特定は、
「差押債権の表示を合理的に解釈した結果に基づき、しかも、第三債務者におい
て格別の負担を伴わずに調査することによって当該債権を他の債権と誤認混同す
ることなく認識し得る程度に明確に表示されることを要
(４)
する」とされており、本
(２) 高田昌宏「東京高決平成５年４月16日、東京高決平成８年９月25日判批」別冊ジュリ
177号129頁（2005）は「財産開示制度は、利用の要件が限定されており…、また、債権執行
の場合は、債務者が差押えを予知し、債権を処分して執行を免れる危険を伴い、即座に債権
執行に着手する必要も依然として否定できない」点を指摘している。密行性の確保の問題の
他にも、財産開示が非強制の執行である点も理由となろう。ただし、東京高決平成23年５月
16日金法1923号91頁によれば、「財産開示手続が不十分ではないかという問題点にどう対処
するかは、我が国の執行手続一般の問題であって、預金債権の差押えにおける第三債務者で
ある銀行の負担のみに頼って解決を図るべきものではない」とする。
(３) 事案は異なるが最三小平成21年７月14日民集63巻６号1227頁参照。
(４) 東京高決平成５年４月16日高民集46巻1号27頁。また東京高決平成23年４月28日金法
1922号87頁、東京高決平成23年５月16日金法1923号91頁は「差押債権の性質その他の実情か
らみて緩やかな特定方法を許容するだけの特別の事情があると認められるかどうか」を緩や
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決定では「債権差押命令の送達を受けた第三債務者において、直ちにとはいえな
いまでも、差押えの効力が…送達の時点で生ずることにそぐわない事態とならな
い程度に速やかに、かつ、確実に、差し押さえられた債権を識別することができ
るものでなければならない」として引き継がれている。そして、本決定は「債権
差押命令の送達を受けた第三債務者において一定の時間と手順を経ることによっ
て差し押さえられた債権を識別することが物理的に可能であるとしても、その識
別を上記の程度に速やかに確実に行い得ないような方式により差押債権を表示し
た債権差押命令が発せられると、差押命令の第三債務者に対する送達後その識別
作業が完了するまでの間、差押えの効力が生じた債権の範囲を的確に把握するこ
とができないこととなり、第三債務者はもとより、競合する差押債権者等の利害
関係人の地位が不安定なものとなりかねないから、そのような方式による差押債
権の表示を許容することはできない」とした。これは、第三債務者の負担に言及
する多くの下級審の立場を一歩進めて、競合する差押債権者等利害関係人の地位
まで配慮している点が特徴的で
(５)
ある。
また下級審のなかには、「第三債務者にとって、債権者との間の公平を失する
程度の過度の負担とならないように社会通念上合理的と認められる時間と負担の
範囲内で差押えの目的となった債権の特定をすることができる程度に行う必要が
(６)
ある」として、執行債権者の特定に向けた努力と第三債務者の手続協力の負担の
バランス論を示唆するものもあった。しかし、法廷意見をみると執行債権者の努
力についての言及はない。
(２) 差押債権の特定方法と第三債務者の負担
従来、預金債権の差押命令の申立ては同一営業店内において預金の属性ごとに
順位付けをされるにすぎなかっ
(７)
たが、最近では同一店舗内にとどまらず複数の営
業店間に及ぶ申立てが多くなされて
(８)
いる。では、具体的にはどのような方法で差
かな特定方法を許容する基準としている（これに疑問を呈するものとして笠井正俊「預金債
権の差押えと特定」銀法732号28頁（2011））。
(５) なお、競合する差押債権者についての考慮は、東京高決平成23年３月31日金法1922号99
頁でもなされている。
(６) たとえば東京高決平成22年９月８日金商1913号92頁（保険会社）など。
(７) 当時の銀行の運用について「銀行取引と執行手続の研究（2）預金に対する強制執行
?座談会>」金法175号18頁（1958）がある。
(８) 東京高決平成23年５月16日金法1923号91頁。この点については、従来から見解の対立が
あった。たとえば、厳格なものとして吉原省三「銀行預金に対する差押え」鈴木忠一＝三ケ
月章『新・実務民事訴訟講座12』378頁（日本評論社・1984）、鈴木忠一＝三ケ月章『注解民
事執行法（4）』388頁〔稲葉威雄〕（第一法規出版・1985）、現在と状況は異なるが「店舗の
指定が二カ所にとどまり、互いに少々の時間のずれはあっても、相次いで送達された場合に
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押債権の特定がなされているのであろうか。
まず差押えの有無による特定である。すなわち、先行する差押え、仮差押えの
ないものから順に充当するというものである。つぎに預金の属性による特定であ
る。たとえば普通預金から順に、定期預金、通知預金、別段預金と順位を付け
て、それにしたがって充当するという方法で
(９)
ある。
そしてこれらと併せてなされるのが複数の営業店に及ぶ場合の特定方法であ
り、これが本件でも問題となっている直接的な争点である。たとえば、第三債務
者の本店および全営業店のうち債務者が利用している（あるいは利用していると予
想される）ものをいくつか挙げ、それに順位を付す形で特定する方法がありうる
（限定的支店
(10)(11)
順位方式）。しかし、この方法だと空振りに終わった場合に密行性の
確保は困難である。そこで、特定の緩和を志向するものとしてたとえば「東京都
内全支店」というようにエリアを限定してする方法もあり得る。
は、両支店相互間において、直ちに緊密な連絡をとることによつて、どの店舗のどの預金が
差押さえられたかが比較的容易に判明するであろう」として二カ所の併記を許容するも三カ
所以上は許さないとする中間的な見解（澤井種雄「預金の差押と債権の特定」金法689号25
頁（1973））、そして若干異なる観点から「第三債務者たる銀行と支店は法的には同一人格で
ある以上、支店の預金者に対し、本店を第三債務者とした差押命令が本店に送達されても有
効と解さざるをえない」とする緩やかな立場（細井仁「預金債権の特定方法はどうすればよ
いか。」東京地裁民事執行実務研究会『債権執行の実務』169頁（民事法情報センター・
1992））、香川保一監修『注釈民事執行法?第６巻>』56頁〔富越和厚〕（金融財政事情研究
会・1995）も同旨、などがある。
(９) 同種の預金債権のなかでは口座番号の若いものから順に充当するなどとする例がよくみ
られる。なお、別段預金には様々な性格の債権が含まれるので、別段預金のみの差押えの場
合はその内容の特定が必要である（中野貞一郎『民事執行法〔増補新訂五版〕』660頁（青林
書院・2006）、秋吉仁美「別段預金のみを特定して差し押さえることができるか。」東京地裁
民事執行実務研究会『債権執行の実務』172頁以下（金融財政事情研究会・1992）、吉原・前
掲注(８)380頁以下等参照）。
(10) 坂田宏「東京高決平成８年９月25日判評」判時1600号194頁（1997）は「債権者として
は、いわゆる『空振り』覚悟で『あてずっぽう』に取扱店舗を表示して債権差押命令の申立
てをするほかないことになる。これが債権者の調査能力の実体〔ママ〕なのではないだろう
か」という。
(11) なお、ここでは各営業店への割り付けの要否が問題にされることがある。従来の執行実
務ではいわゆる割付方式がとられていたが、支店間支店番号順序方式や全店一括順位付け方
式に至っては、金融機関の間の割り付けであればともかく、同一金融機関内の複数営業店へ
の割り付けは非現実的である。この点、東京高決平成17年10月5日金商1237号36頁も、複数
店舗に順序を付するだけでは特定に足りず各店舗に割り付けの必要があるとすると、「一般
に執行債権者に対し、不利益を強いることになり、その不利益部分に関する限り、法律上の
根拠もないのに執行不能財産をもうけることにもなりかねない」と指摘している。
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さらに近時、特定の営業店を列挙することなく「第三債務者の複数の支店に債
務者の預金が存するときは、第三債務者における支店番号の若い支店から順次充
当する」というように特定を行う方法（支店間支店番号順序
(12)
方式）ないし全店一括
順位付け方式もみられるようになってきた。これは2002年４月の預金保険制度の
開始に伴って、金融機関が預金保険法55条の２第４項の規定にかかるデータベー
ス等を備えたことがその背景にあると推測される。実際、少なくとも預金保険制
度の対象となる金融機関はいわゆる CIFシステムないし名寄せシステムとして
何らかのシステムを備えて
(13)
いる。
また、本決定後には「第三債務者の複数の店舗に預金債権があるときは、預金
債権額合計の最も大きな店舗の預金債権を対象とする。なお、預金債権額合計の
最も大きな店舗が複数あるときは、そのうち支店番号の最も若い店舗の預金債権
を対象と
(14)
する」という預金額最大店舗指定方式が本決定の射程に関わり問題とな
っている。
このような特定方法がどこまで許容されるかは、第三債務者にどの程度の手続
協力の負担を負わせることができるかにかかっているところ、これはどのように
正当化することができるのであろうか。
まず、下級審は「民事執行法上、金銭債権に対する強制執行は、強制執行の対
象となる金銭債権の債務者（第三債務者）による手続協力が必要であると考えら
れる。そして、債権差押命令正本の送達を受けた第三債務者の債務者に対する弁
済禁止効は、民事執行法上の手続協力義務の観点から課された義務で
(15)
ある」とい
う。ここでは弁済禁止効が民事執行法上の手続協力義務の一例として挙げられて
おり、これは差押えの直接的な効果として導かれる第三債務者の義務で
(16)
ある。同
様に第三債務者の陳述義務も挙げることができよう。
しかし、債権差押えの申立て段階でこのような法的義務を観念することは困難
であるから、一般的な司法協力義務にその根拠を求めるのであれば
(17)
格別、原則と
して差押前の手続協力義務は否定せざるを得ない。もっとも、「〔緩やかな特定方
法を〕認めないとしたのでは債権者によって更なる調査手段がなく、債務者が民
(12) 支店間の順位付けについては、支店番号のほか、東京高決平成17年６月７日金商1227号
48頁にみられるように50音順というものもある。
(13) 往時の資料ではあるが、さしあたり阿部耕一「取扱店舗を特定しない（または複数の支
店を特定範囲とする）預金債権の差押えに対する金融実務の実状―全銀協アンケート調査結
果をもとにして―」金法1771号30頁（2006）参照。
(14) 東京高決平成23年10月26日金法1933号9頁。
(15) 高松高決平成18年４月11日金商1243号12頁。
(16) 田中康久『新民事執行法の解説?増補改訂版>』307頁（金融財政事情研究会・1980）。
(17) 例えば民事訴訟における第三者に対する文書提出命令を想起。
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事執行を回避することができる結果に
(18)
なる」といわれており、民事執行手続の機
能不全を防止するために第三債務者の手続協力は必要不可欠であるから、その限
りにおいて第三債務者の手続協力の負担が正当化される。ただし第三債務者が金
融機関である場合にはその第三債務者の属性に照らし、事実上の手続協力負担と
いえども正当な理由なくそれを拒むことは許されないと考える。
ところで下級審の裁判例によると、第三債務者の負担に関連して差押命令の送
達場所をどこにするかも問題である。すなわち、金融機関とりわけ銀行は通常、
口座の管理を営業店ベースで行ってい
(19)
るが、複数の営業店に及ぶ場合に割り付け
もなく差押命令が各営業店に送達されると金融機関内部での統一的な対応をとる
ことが困難となり得る。そこで、その場合には原則として本来的な送達場所であ
る本店所在地宛にするべきで
(20)
ある。
(３) 執行債権者の努力とモラルハザードの防止
差押債権の特定の場面において、本来何らの義務も負っていないはずの第三債
務者たる金融機関に手続協力の負担を負わせるのであれば、執行債権者にもある
程度、特定に向けた努力を要請することが衡平の理念に適う。この執行債権者の
努力をどの程度要求すべきかがもうひとつの視点と
(21)
なる。たとえば３店舗を列挙
する程度であれば、差押命令受領後、当日中の相当時間内に処理することが可能
であるとして特定を肯定する裁判例が
(22)
あり、その他、特定が認められたもののな
かには新宿及び池袋周辺に近接する６店舗及び３店舗まで絞り込んだ
(23)
もの、本店
営業部及び東京都内に所在する10の営業店まで絞った
(24)
ものなどがある。しかし、
35店舗でも特定が認められた
(25)
ものもあれば、４店舗まで絞っても特定が認められ
(18) 東京高決平成23年６月22日金法1926号124頁。
(19) 吉原・前掲注(８)382頁。深沢利一著 園部厚補訂『民事執行の実務（中）〔補訂版〕
〔船舶・自動車 動産・債権等執行 各種担保権実行〕』471頁（新日本法規出版・2007）も
参照。
(20) 東京高裁平成８年９月25日判時1585号32頁参照。富越・前掲注(８)56頁、細井・前掲注
(８)169頁、笠井・前掲注(４)30頁も同旨。
(21) 東京高決平成23年３月31日金法1922号99頁は厳格に「債権者は、自らの債権の満足を図
るべく、差押命令の申立てをしているのであるから、その債権回収のために相応の負担が伴
うのは当然のことである。債務者の居住地や営業の場所等との関係で金融機関の取扱店舗を
推測して債権差押命令の申立てをすることに格別の支障が伴うわけではなく、現にそのよう
にして預金債権に対する差押命令の申立てがされるのが通常である。債権回収を図ろうとし
ている申立債権者としては、上記の程度の負担はこれを甘受すべきである」としているが、
執行の密行性を考えると疑問が残る。
(22) 東京高決平成８年９月25日判時1585号32頁。
(23) 東京高決平成18年６月19日金法1782号47頁。
(24) 東京高決平成23年１月11日金法1918号109頁。
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ないもの（ただし、割り付けをしてい
(26)
ない。）もあり、絞り込んだ営業店数によっ
て結論に有意の差が生じているとまではいえない。ただし、本決定の捉え方次第
では特定のために絞り込むべき営業店数が改めてフォーカスされる可能性はあ
る。
なお弁護士会照会の利用と関連付けて、執行債権者の努力（と第三債務者の対
応）について指摘するものもある。たとえば「〔弁護士会照会は〕法令に基づく
ものであるから、銀行等はこれに回答すべき公法上の義務を負い、また回答に当
たりあらかじめ預金者本人の同意を得なければならないものではない…。そうす
ると、上記照会がされたにもかかわらず、銀行等が正当な理由なく回答を拒んだ
ときは、債権者としては取扱店舗を特定することができないままで債権差押命令
の申立てをせざるを得ない場合が
(27)
ある」と指摘し、弁護士会照会に対する回答の
拒絶をより緩やかな特定方法を許容する契機と位置付けているものも
(28)
ある。もっ
とも、「照会内容に関し守秘義務がある場合には、照会に応じることがこれに反
しないか審査することが想定されるのであって、その審査の実情が不明な状況下
において、直
・
ち
・
に
・
〔傍点筆者〕差押債権者の要請を重視して差押債権の特定の程
度を緩和すべきものと判断することはでき
(29)
ない」として一定の留保を付すものも
ある。
(４) 小 活
本件では、原則（支店名個別特定方式）から離れて間接的特定をどこまで許容
するかが議論の焦点となるが、いくつかの下級審は執行債権者と第三債務者のバ
ランス論について示唆をしてきた。しかし、法廷意見は執行債権者の努力の要請
については何ら言及していない。これは、最高裁はバランス論を採っていないと
(25) 東京高決平成16年12月15日金法1765号61頁。
(26) 東京高決平成18年４月27日金法1779号91頁。
(27) 東京高決平成23年６月22日金法1926号124頁。
(28) 東京高決23年３月30日金法1922号92頁、（本決定後の）東京高決平成23年10月26日金法
1933号９頁なども弁護士会照会に言及している。前者は弁護士会照会をするも回答を拒絶さ
れたことを受けて「差押債権特定のために考えられる調査を尽くし〔た〕」と評価しており、
執行債権者の努力を重視しているようである。また、後者に対しては銀行サイドから強い反
発が出ているが（三上徹「全店差押問題に第２ラウンドがあるのか」金法1933号12頁以下）、
当該決定は CIFシステムの性能よりも弁護士会照会の回答を銀行が拒んだ点を重視してい
るものとおもわれる。また、保険会社が第三債務者となっていた事案であるが、東京高決平
成22年９月８日金法1913号92頁も「弁護士法23条の2に基づく照会にもかかわらず、第三債
務者において保険証券番号を回答しないという場合にまで、保険証券番号の特定を求めるこ
とは相当とはいえない」としている（反対、東京高決平成22年12月7日金法1913号101頁）。
(29) 仙台高裁秋田支決平成23年５月18日金法1926号106頁。
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読むのが自然である。もっとも、そうだとすると間接的特定そのものも否定する
ことになりかねず、執行債権者に酷な結果となるだけでなく、民事執行手続の機
能不全にもつながりかねない。
これに対し、全店一括順位付け方式や支店間支店番号順序方式のような緩やか
な特定方法が許容されるとすれば、執行債権者は何の努力も要請されないに等し
く、執行債権者は第三債務者の手続協力に完全に依存することになるのでモラル
ハザードの問題が生
(30)
じる。ただし、密行性を確保しつつ執行債権者ができること
には限界があるともいえるので、結局第三債務者の手続協力の負担をどこまで正
当化することができるかという問題に収斂していくことにな
(31)
ろう。
３ 本決定の分析
(１) 法廷意見
法廷意見は「各第三債務者において、先順位の店舗の預貯金債権の全てについ
て、その存否及び先行の差押え又は仮差押えの有無、定期預金、普通預金等の種
別、差押命令送達時点での残高等を調査して、差押えの効力が生ずる預貯金債権
の総額を把握する作業が完了しない限り、後順位の店舗の預貯金債権に差押えの
効力が生ずるか否かが判明しないのであるから、本件申立てにおける差押債権の
表示は、送達を受けた第三債務者において…速やかに確実に差し押えられた債権
を識別することができるものであるということはできない」として、差押債権の
特定を欠き不適法であるとした。
本決定が許可抗告事件であることからすると、これは全店一括順位付け方式の
(30) ただし、大澤知子「東京地決平成18年７月18日判批」別冊判タ22号217頁（2008）の
「金融機関の複数の支店の預金債権が掲げられていても、それらに順序が付けられ、その順
序に従ってある金額に満つるまでのものを差押対象とするという方式が採られている限り、
差押対象かそうでないかの識別は（それが第三債務者にとって直ちに判明するかどうかはと
もかく）可能な程度に至っているのであって、さらに『第三債務者の調査が容易である』と
いう要件をクリアしなければ差押債権の特定ができているとはいえない、という考え方は差
押債権の特定の概念を本来のものからかなり広げている」と指摘し、「第三債務者たる金融
機関の現実の負担の大小ばかりが着目され…るが、執行機関が、個々の具体的事案において
第三債務者とされた特定の金融機関につき、その調査能力の程度、あるいは当該特定の金融
機関にとっての負担の大小を逐一審査するようなことは民事執行制度上予定されていない
し、民事執行に求められる迅速性の要請とも相容れない」との指摘は示唆深い。
(31) たとえば、住吉博「東京高決平成５年４月16日判評」判時1476号221頁（1994）は、「執
行債権者がその債権執行により回収をはかろうとしている執行債権は、もともとは本旨弁済
されねばならないはずのものである。それが履行遅滞の状態になったからこそ、債権者は強
制執行を選ばざるをえない状況に追い込まれた」として、執行債権者の努力の要素を限定的
に考える。もっとも、それを第三債務者に転嫁してよいかどうかは別途検討が必要である。
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みを否定したものとも考えられる。しかし、先順位の店舗の作業が完了しない限
り後順位の店舗の債権に効力が生じるか否かが判明しないという問題は、全店一
括順位付け方式に限らずその他の特定方法でも生じうるとして射程を広く捉える
ことも可能である。そこで本決定の射程を意識しつつ、さらに補足意見の検討を
進めることにする。
(２) 補足意見
ア 金融機関の特別扱いの当否
まず補足意見は、全店一括順位付け方式は「第三債務者が全国あるいは一定の
地域に多数の店舗展開をし、当該店舗毎あるいは一定数の店舗を束ねたブロック
毎に仕入代金の管理がなされている百貨店、流通業者、外食産業等の場合や、支
店単位あるいはブロック単位毎に下請業者の管理を行っている全国規模のゼネコ
ン、広い地域で事業を展開する土木建設業者等の場合にも問題となるのであっ
て、それらの場合も視野に入れた上で、かかる方式による申立ての可否を検討す
る必要がある」という。
これは換言すれば差押債権の特定の際に金融機関についてのみ特別扱いを認め
るべきかという問題である。たしかに他業種が第三債務者の場合にも同様の申立
てがなされる可能性はある。しかし、全店一括順位付け方式は金融機関の実情を
多分に意識したものとなっており、また事件数や取引の常態からして金融機関だ
けを特別に取り上げることには十分な合理性があることから、その当否に際し他
業種まで検討する必然性はないと考
(32)
える。
(32) 東京高決平成５年４月16日高民集46巻１号27頁も金融機関の預金債権を他業種と区別し
て扱うことを許容する。
なお、第三債務者が保険会社の場合については、別の特定方法が示されている。たとえば
東京高決平成22年９月８日金法1913号92頁は「特定は、本来保険証券番号を特定することに
よって行うことが望ましい」としつつ、「契約年月日の先後で特定した場合に、第三債務者
において、多数の保険契約の類型や種類を通じてその契約年月日の先後を調査し特定するこ
とは、社会通念上合理的と認められる時間と負担の範囲を超える過度の負担と多大の時間を
要するものと見ることは相当ではない」としている。もっとも、この事案では、「『差押命令
の内容が過去に締結した保険契約全部について、契約締結日が古い契約順との記載がある場
合は、保険の種類は問わず現在および過去に存在したすべての保険契約を調査対象として対
応いたします。』との〔保険会社の〕回答」を重視する。なお、東京高決平成22年12月7日金
法1913号101頁は契約年月日による特定を消極に解し、「生命保険契約といっても、その種別
は、終身保険、養老保険、定期保険、年金保険、学資保険など多数あるが、各保険会社でど
のような類型の保険の種類、商品名があるかは、差押債権者が調査するのにそれほどの手間
を要しないと解されること、したがって、これらから対象とする保険の種類又は商品名を選
択、抽出した上、適宜の順位を付け、また同種の保険契約が数口あるときは、『保険証券番
号の早いものからとする』ことなどにより差押債権を特定すること」を示唆する。これに対
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したがって、補足意見のように他業種を考慮に入れて全店一括順位付け方式に
よる差押債権の特定を消極に解することは必ずしも説得的とはいえない。
イ CIFシステムと法人としての銀行の単一性
つぎに補足意見は間接的特定を許容するに当たり「第三債務者の状況を直接認
識することはできないから、当該第三債務者の置かれている社会経済的状況の下
で、一般に当該第三債務者が速やかにかつ確実に差押債権の種類及び金額を識別
するに足りるだけの基準たり得るか否かとの観点から判断するべきである」とし
たうえで、「特段の事情がない限り、第三債務者の債務管理の単位を基準として
差押債権の種類及び金額が特定されるべきであり、それを超えて、複数の債務管
理の単位に係る債務者の第三債務者に対する債権につき、差押えの順位を付けて
なされる債権差押命令の申立ては、かかる申立てに基づく債権差押命令が発令さ
れても、第三債務者が差押債権の種類及び金額を速やかにかつ確実に識別するこ
とが困難である」から差押債権の特定を欠くとした。
ここにいう「債務管理の単位」とはたとえば銀行の営業店、「複数の債務管理
の単位に係る」とは営業店間調整が必要になる場合である。銀行口座の管理は現
在でも営業店ベースで行われるのが通常であるからこれは銀行実務に忠実で
(33)
ある。しかし、補足意見のように「第三債務者のおかれている社会経済的状況」
まで考慮に入れるのであれば、（とりわけ預金保険制度の対象となっている金融機関
については）CIFシステムの整備がなされている点を考慮しないわけにはいかな
いであろう。そして、そのような社会経済的状況の下で銀行の営業店概念は徐々
に変化を迫られているのではなかろうか。すなわち高度情報化社会において銀行
の営業店は便宜的な業務単位にすぎず、銀行は全店を合わせて単一の存在、単一
の法人格であることを前提に議論されるべきではなかろうか。またこのように考
えると、差押命令の送達場所を本店所在地宛にすべきであるという指摘もより説
得性を持つ。
しかし、補足意見は「現時点において CIFシステムが全店一括順位付け方式
による差押えに直ちに対応できる機能を有していることを示す資料は公表されて
し、緩やかな特定方法を許容することについて、東京高決平成23年４月28日金法1922号87頁
のように「生命保険会社の取扱店舗に順位を付し、その順位の下に差押え・仮差押えのない
ものを優先し、更に保険金額が大きい順、保険金額が同じときは契約日付の早い順等の順位
付けをして、差押債権額に満つるまで差押命令が発せられ、又は供託金額の多い順、供託金
額が同じときは供託番号の若い順等の順位付けをして、差押債権額に満つるまで差押命令が
発せられることとなると、第三債務者において差し押さえられた債権の存否及びその内容を
調査するための労力を要することとなり、事務処理の遅滞を招く」と指摘するものもある。
(33) たとえば仙台高裁秋田支決平成23年５月18日金法1926号106頁は「差押えの手続を実際
に行うのは本店や担当部署ではなく各取扱店である」と認定する。
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おらず、また、預金保険制度の適用に対応する名寄せシステムは、その目的を異
にするものであり、同システムをもって上記の〔全店一括順位付け〕方式による
差押えに直ちに対応できるものではない」という。ここでは“資料が公表されて
いない”という表現が特徴的で
(34)
ある。裁判所としては資料が公表されない以上特
定は消極に解さざる
(35)(36)
得ない。
もっとも、CIFシステム等の目的外転用については、転用することで対応が容
易に可能となるのであれば積極的に利用されるべきであり、これがまさに手続協
力の内実といえるのではなかろ
(37)
うか。そして、そのような負担を負わせることは
社会的に不合理とまではいえないものと考える。すなわち、CIFシステム等の転
用がなされる場合には、（目的の違いゆえに）担当部署間の事務調整や事務手続の
変更などの負担が生じうるが、これは民事執行手続が機能不全に陥らないように
手続協力を期待されている金融機関の性質上やむをえないので
(38)
ある。
なお多くの高裁決定は、第三債務者が“我が国における最大手の金融機関”の
場合に CIFシステムの整備を推定し、特定の有無（特に積極）を判断している。
たしかに CIFシステムは各金融機関が独自のものを採用しており、その性能に
は現状若干のバラつきがあるが、都市銀行であれ地方銀行あるいは信用金庫であ
れ、差押債権の特定の場面において利用可能な（高度といえないまでも）相応の機
能を有する CIFシステムを備えていることが議論の前提とされるべきであ
(39)
ろう。
(34) 顧客情報管理システムについての情報は経営施策・高度な営業秘密に属するものである
からその実情の公開はないとする三上徹「取扱支店を特定しない差押命令」金法1675号5頁
（2003）参照。三上徹「全店差押えと実務の実情」金法1931号41頁（2011）も同旨。
(35) ただし、本件についての判タ1357号67頁のコメントによれば、本決定における現状認識
は公刊されている情報に基づいており、「そのような現状が異なるに至れば、異なる判断が
あり得ることは当然である」という。
(36) もっとも東京高決平成23年3月30日金法1922号92頁のように、差押債権の特定のための
弁護士会照会に応じなかった金融機関が回答を拒絶した理由は「相手方の同意が確認できな
い」点にあり「検索の困難性」にはないとして、資料の公表が無くとも特定を積極的に認め
るものもある。なお、この裁判例は「差押命令に基づく債権の有無等の調査・検索について
は相手方の同意の点はおよそ問題とならない」と付言している。
(37) 名寄せシステムはともかく、顧客情報管理システムは広く金融機関のリスク管理のシス
テムであるとの指摘（滝澤孝臣「東京高決平成23年１月12日判批」金法1928号76頁（2011））
がある。
(38) 笠井・前掲注(４)29頁も「債権者の権利行使の実効性確保は相当重要な要請であり、第
三債務者が顧客情報管理システムを用いて全店検索をかけることが可能であることを前提に
すると、店舗間の調整等の手間は社会通念上合理的な範囲内を超えるものではない」とす
る。
(39) 関連して、滝澤・前掲注(37)78頁は「〔顧客情報管理システムの〕性能が差押債権の識
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ウ 二重払いの危険や債務不履行責任追及の可能性
下級審では、第三債務者に差押命令が送達された後、営業店間調整に要する時
間内に預金の引き出しがなされた場合には二重払いの危険があること、第三債務
者が差し押さえられた債権を識別するまでの間、差押えの対象外の債権の支払を
遅延した場合に債務不履行責任追及の可能性があることについて指摘がなされて
きた。しかし、二重払いの危険については民法478条の趣旨を類推して第三債務
者の免責を認めることで対処できるし、債務不履行責任追及のおそれについて
は、第三債務者に差押命令が送達されているのであれば不履行はないと解するこ
とが十分に可能であ
(40)
ろう。
たしかに補足意見も指摘するように、総合口座とATM の普及によりリスク
は高まっているともいえるし、「民法478条によることが可能であるとしても、必
要な調査を省くことはできないし、また、後日紛争となったときには、民法478
条の要件に該当する事実については第三債務者がこれを主張立証しなければなら
ないことを考えれば、第三債務者の負担が小さいということはできない」という
問題も
(41)
ある。
しかし、ATM 利用ベースでもリスクがどれほどの頻度で顕在化するかは明ら
かでな
(42)
いし、「このリスク回避も被差押債権をいかに速やかに特定し、預金支払
拒絶措置などを徹底できるかにかかっている」といえる
(43)
ので、このリスクだけを
取り上げて議論する実益は乏しく、個別の事案で問題となった場合にその都度対
応すれば足りるのではなかろ
(44)
うか。
別ないし支払の停止に利用し得るものでなかったとしても、それは当該金融機関のリスク管
理システムがその程度であったというだけであって、これを理由に、差押債権の特定を否定
するのは本末転倒である」としており参考になる。
(40) さらに東京高決平成23年１月11日金法1918号109頁は「これは第三債務者に差押命令が
送達されているからといって、そのことから直ちに第三債務者が善意でないとはいえない」
と指摘している。細井・前掲注(８)169頁も同旨。なお、民法481条の責任を同478条の柔軟
な解釈で回避することができるか否かについては、東京高決平成23年3月31日金法1922号99
頁も指摘するように、支払の差止めを受けた第三債務者が債権の準占有者に対してした弁済
も差押債権者に対抗できないとする大判大正２年４月12日民録19輯224頁（「係争供託金の払
下を受くべき債権」について債権転付命令と供託金受領証を有する者を債権の準占有者と認
め、その者に対して中央金庫が善意弁済をした事案）もあり、補足意見の「民法478条、481
条に関する議論は論者によって十分に詰められていない」との言及はこの点も含んでいるも
のと考えられる。
(41) 東京高決平成23年６月14日金法1931号36頁。戸田彰子「東京高決平成８年９月25日判
批」判タ978号215頁（1998）も同旨。
(42) 東京高決平成17年10月５日金商1237号36頁も同旨か。
(43) 高田・前掲注(２)129頁。
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エ 競合する債権差押えとの調整
従来から、複数の営業店を特定して差押えをする場合には第三債務者や預金者
の立場を不安定なものとするといわれてきたが、本件では「全店一括順位付け方
式による差押命令が発せられた後に、他の債権差押命令が発せられた場合、その
差押えの効力如何（先行する差押えに係る転付命令により後の差押えが空振りとなる
か、差押えの競合により後の差押えに係る転付命令が無効となるか、差押えの競合がな
く直接の取立てが可能となるか等）は、先行する全店一括順位付け方式の差押えに
よる差押債権の識別作業が完了するまで不明の状態に置かれることになり、先行
して複数件の全店一括順位付け方式の差押命令が発せられている場合には、それ
ら複数件の差押えの対象債権の識別作業が完了するまで、その後の差押えの効力
如何が判明しないこととなり、債務者及び第三債務者のみならず、後れて差し押
さえた差押債権者の地位を非常に不安定なものとする」と指摘されている。この
点についても CIFシステムの利用により速やかに特定をすることができるので
あれば問題が顕在化することは少ないと考えられるが、このリスクは執行手続に
おける迅速性の要請とも相俟って民事執行手続の機能不全にかかわる問題であり
無視することはできない。ただしこの点を重視すると、同様のリスクは他の特定
方法でも生じ得ることから、本決定の射程が相当広くなることは避けられない。
オ 預金債権総額の多寡
ところで、補足意見は「全店一括順位付け方式を認めると、請求債権額が相当
額に及ぶ場合には、債権者は一件の債権差押えの申立てをもって、債務者の第三
債務者に対して有する債権を包括的に差し押さえる効果を得ることとなるが、か
かる状態が生ずることは債権者間の公平の観点からは望ましい事柄ではない」と
する。
債権額の総額の多寡については下級審で指摘するものもあるが、補足意見はそ
の趣旨を明確にしたものといえ、また、「〔支店間支店番号順序方式による〕債権
差押えが認められることとなれば、債権者は、債務者の預金債権の存在の蓋然性
の調査を行わないで適宜の銀行を第三債務者として債権差押えの申立てをするこ
とが可能となるが、そうすると、申立債権者において調査の労力を負担すること
なく、差押命令の送達を受けた銀行の負担において預金債権の有無及び内容を上
記のとおり調査し、第三債務者として裁判所に報告することが義務付けられるこ
ととなり、第三債務者である銀行に不相応な負担を負わせることと
(45)
なる」という
指摘と相俟って、執行債権者の努力の要請についての示唆と捉えることもでき
(44) 笠井・前掲注(４)29頁も「二重払いの危険については、従来の方法でもないとはいえな
いものであり、突き詰めると程度問題〔である〕」としている。
(45) 東京高決平成23年５月16日金法1923号91頁。
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る。もっとも、ここにいう「相当額」とはいったいどの程度なのかは不明確なま
まであり、今後の実務の動向に注目する必要がある。
４ 若干の考察
以上、簡単にではあるが本決定を検討してきた。本件補足意見のあげる理由の
うち、CIFシステムによる特定に関する資料の公
・
表
・
がないこと、後行の執行債権
者の地位の安定の要請、一件の差押で包括的な差押の効果を得させるべきでない
こと（執行債権者に調査を尽くさせモラルハザードを防止する必要性）を考慮して、
本決定の結論は支持する。しかし、以下で述べるように、その結果として別の意
味で民事執行手続の機能不全のおそれを生じる点で疑問なしとしない。
本決定における理論的問題は民事執行規則133条２項が差押債権の特定に際し
執行債権者の努力を考慮要素として予定しているかという点である。これは換言
すれば執行債権者の努力の程度によって特定の程度の緩和（第三債務者の負担の
程度を上げること）を許容することができるかかというバランス論の問題である。
そして、最終的には第三債務者の手続協力の負担をどの程度まで許容することが
できるかという問題に収斂していく。
まず、補足意見によれば CIFシステムによる特定に関する資料の公表がない
ことが理由として挙げられている。CIFシステムの利用による特定の可否の問題
は多分に水掛け論であ
(46)
るし、資料の公表がない以上裁判所がそれを認定すること
はできないのはやむを得ない。
ただし、この消極的な判断の背景には、第三債務者は手続協力を“依頼”され
るだけで差押前に法的義務を負う立場にはないこと、民事執行法上、支店名個別
特定方式が原則とされていることがあるものと考えら
(47)
れる。しかし、第三債務者
たる金融機関が手続協力を要請されるのは、その金融機関たる性質によるのであ
り、民事執行手続の機能不全を防止して、これを維持・発展すべく、法が金融機
関に手続協力の負担を“負わせている”側面も否定できない。そうだとすると、
すくなくとも（高度でなくても）相応の機能を有する CIFシステムが存在する現
在の状況に鑑みれば、その利用を前提として支店名個別特定方式という原則を維
持する必要性は揺らいでいると考
(48)
える。
(46) 小林明彦「本件判批」金法1931号39頁(2011)も、CIFシステムについての議論は水掛
け論の様相を呈していたとして、本件の本質は第三者の免責の問題と財産開示制度拡充の必
要性に関する問題にあると指摘している。
(47) 東京高決平成23年５月16日金法1923号91頁も、「第三債務者の負担において債権者のた
めに預金債権の探索を行うこと…は民事執行法の予定するところではない」としている。
(48) 笠井・前掲注(４)29頁も「店舗を一つに限定した預金債権特定方法を、システムの整備
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もっとも、本決定の全店一括順位付け方式のような非常に緩やかな特定方法が
安易に許容されるとすれば執行債権者のモラルハザードが生じるのは明らかであ
り、裁判所がこれを牽制する必要性もある。法廷意見は執行債権者の努力と第三
債務者の負担のバランス論について何らの言及もしていないが、執行債権者のモ
ラルハザードを牽制すべくこれを否定したとみるのが自然であろう。しかし、そ
うだとすると本決定は全店一括順位付け方式を牽制するために間接的特定そのも
のをも否定して、原則（支店名個別特定方式）への回帰を示唆したことになりか
ねず、民事執行手続の機能不全を生じかねない。
また本決定で示された、後行の執行債権者の地位の安定という第三の視点は別
の意味で民事執行手続の機能不全の防止を意図するものとおもわれるが、この点
は他の特定方法でも問題となりうることからして、本決定の射程が他の特定方法
にも広く及ぶ余地が
(49)
ある。
いずれにしても本決定によって議論は振り出しに戻され、そもそも間接的特定
が認められるか否かという点からの再検討を迫られることになる。また間接的特
定を認めるとしても、差押債権の特定の程度として少なくとも電話やファックス
による営業店間調整が可能な程度を要求されることになり、往時の「どの程度の
数の列挙が許されるかについては、今後の問題として残されて
(50)
いる」との指摘に
まで戻ることになりうるが、これでは金融機関のおかれている社会経済的状況に
照らし疑問なしとしない。
仮に高度でなくても相応の機能を有する CIFシステムを各金融機関が備えて
いることを前提にするならば、第三債務者の金融機関たる性質に照らし、執行債
権者が（たとえば、弁護士会照会をかけるもその回答を拒絶され他に調査の手段が無い
等、）調査を尽くしたことを立証すれば、相当程度緩和された特定方法が模索さ
れてよいと考える。
なお、本決定後の東京高決平成23年10月26日金法1933号９頁は、本決定の射程
状況等を考慮することなく絶対的に維持しなければならないとまでいうことはできない」と
いう。
(49) 松田克之「大阪地方裁判所第一四民事部（執行部）における支店番号順序方式による預
貯金債権差押命令申立ての取扱いについて」銀法738号15頁（2011）も本決定の射程は広い
と指摘する（反対、堀口久「本件判批」銀法738号７頁（2011））。これによれば、大阪地方
裁判所は、本決定以前は「債権者に対し、第三債務者たる金融機関に過度の負担と危険を課
すものではないことの立証を求め、債権者においてこれを立証した場合に限り、支店番号順
位方式による申立を認める取扱い」であったが、本決定後は「取扱店舗または貯金事務セン
ターごとに差押債権額を割り付けた申立てのみを認めるという取扱いをすることになる」と
いう。
(50) 岡本岳「東京高決平成５年４月16日判批」判タ852号249頁（1994）。
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を意識しつつ預金額最大店舗指定方式による特定を認めているが、その理由とし
て「大規模な金融機関である各第三債務者のすべての店舗を対象に含むものであ
るが、預金債権額合計の最も大きな店舗（ただし、これが複数あるときは、そのう
ち支店番号が最も若い店舗）が決まりさえすれば、その後の処理は、第三債務者の
複数店舗のうちの一つをその名称により個別具体的に特定して表示した場合…と
同様になる」とする。これは CIFシステムの利用を前提に店舗をひとつに絞る
ことができるのであれば特定方法として許容されるとした裁判例であり、金融機
関がおかれている現在の社会経済的状況のもとで本決定の射程を限定する新たな
試みとして高く評価することができよう。
（2012年３月 脱稿)
【追記】本稿脱稿後に、髙田昌宏「本件判批」別冊ジュリ208号103頁（2012年３
月）、山本和彦「本件判批」現代消費者法14号107頁（2012年３月）、吉田純平「本
件判批」駒法11巻４号95頁（2012年３月）、小原将照「本件判批」ジュリ1440号
137頁（2012年４月）、滝澤孝臣「本件判批」金商1390号８頁（2012年５月）、池田
曜生「本件判批」銀法745号18頁（2012年６月）、臼井徹「金融機関の複数店舗を
対象とする預金債権の差押え」金法1948号44頁（2012年６月）、萩澤達彦「取扱店
舗を特定せずに申し立てられた預貯金の差押申立ての許否について」成蹊76号１
頁（2012年６月）、大 弘「本件判評」判時2148号168頁（2012年７月）に新たに接
した。
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